
［ 局］

6 款 1 項 1 目

（単位：千円）

【事業概要】

【補正概要】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】

*現計予算額とは、当初予算額と補正予算額の合計のことを指します。

子どもの居場所づくり支援事業

５ 月 補 正 事 業 計 画 書

令和５年度 こども青少年
事  業  名

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 負担金 その他 市債 一般財源

現計予算額
*

14,000 4,500 0 6,500 0 0 3,000

執行見込額
26,000 4,500 0 6,500 0 0 15,000

12,000 0 0 0 0 0 12,000

　「第２期横浜市子どもの貧困対策に関する計画」に基づき、子どもの育ちや成長を守り、貧困の連携を防ぐため、困難
を抱える子ども・若者、家庭を支援につなげる仕組みづくり等に取り組みます。

　物価高騰等に直面している、子ども食堂等市内の子どもの居場所の運営団体が安定して事業を行うために、光熱費等及
び食材費の高騰に対する支援を行います。

　◆実施概要
　　・対象取組：主に、子どもを対象に食事の提供や学習支援等を行う、身近な地域における子どもの居場所づくりを目
                的とした継続的な取組
　　・想定件数：300件
　　・実施手法：支援金交付
　　・補助額：食事の提供あり・光熱水費負担あり：一律50,000円
　　　　　　　食事の提供あり・光熱水費負担なし：一律40,000円
　　　　　　　食事の提供なし・光熱水費負担あり：一律15,000円

　◆補正内容
　　子ども食堂等の子どもの居場所の運営支援の実施にかかる事業費を補正

現計予算額
A

補正額
B

補正後
現計予算額

A+B
説　　　　明

②子どもの居場所づくり支
援アドバイザー派遣等事業

3,000 0 3,000
③子どもの居場所づくり活
動支援補助金の交付

26,000

⑧子どもの居場所に対する物
価高騰対策支援金の交付

0 12,000 12,000 物価高騰対策支援金の実施による

受付期限

今回補正額

合　　　　計 14,000 12,000

④フードバンク等と連携し
た地域の取組等の支援

12月
交付完了受付開始 交付開始

１月 ２月 ３月
５年度

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月



［ 局］

6 款 2 項 1 目

（単位：千円）

【事業概要】

　

【補正概要】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
補助金支給

*現計予算額とは、当初予算額と補正予算額の合計のことを指します。

12月 １月 ２月 ３月
受付開始 支給開始 支給終了
６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

児童福祉施設等物価高騰対策支援事業
（親と子のつどいの広場事業）

５ 月 補 正 事 業 計 画 書

令和５年度 こども青少年
事  業  名

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 負担金 その他 市債 一般財源

現計予算額
*

0 0 0 0 0 0 0

執行見込額
1,440 0 0 0 0 0 1,440

1,440 0 0 0 0 0 1,440

　子育て中の親子が気軽に集い、同じような不安や悩みを持つ仲間との団らんや交流の場を提供する市民活動について、
光熱費等の高騰に対する支援を行います。

　物価高騰等に直面している市内の児童福祉施設等が各種サービスを安定して行うために、光熱費等の高騰に対する支援
を行います。

　◆実施概要
　　・対象施設等：親と子のつどいの広場72か所
　　・対象経費：各種施設の光熱費等
　　・補助額：各施設の実績などをもとに算出した光熱費等に、物価高騰の影響を乗じた額を単価とし、６か月分を支給
　　・対象期間：令和５年４月～９月

　◆補正内容
　　児童福祉施設等に対する光熱費等の支援の実施にかかる事業費を補正

現計予算額
A

補正額
B

補正後
現計予算額

A+B
説　　　　明

0
物価高騰対策支援事業 0 1,440 1,440 物価高騰対策のための助成

1,440
0

今回補正額

合　　　　計 0 1,440

５年度



［ 局］

6 款 2 項 2 目

（単位：千円）

【事業概要】

　

【補正概要】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】

*現計予算額とは、当初予算額と補正予算額の合計のことを指します。

12月 １月 ２月 ３月
議決後、各事業ごとに年度末までに施設に支払い

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

今回補正額

合　　　　計 0 716,842

５年度

716,842
0
0

物価高騰対策支援事業 0 716,842 716,842 物価高騰対策のための助成

0 716,842

「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」を活用し、保育所等に対し、光熱費等及び食材費の高騰に対する
支援を行います。

　物価高騰等に直面している市内の児童福祉施設等が各種サービスを安定して行うために、光熱費等及び食材費の高騰に
対する支援を行います。

　◆実施概要
　　・対象施設等：認可保育所807か所、施設型給付幼稚園114か所、認定こども園67か所、地域型保育事業所264か所、
 　　　　　　　　 横浜保育室12か所、認可外保育施設366か所、病児・病後児保育室29か所　等
　　・対象経費：各種施設の光熱費等及び食材費
　　・補助額：各施設の実績などをもとに算出した光熱費等及び食材費相当額に、物価高騰の影響を乗じた額を単価と
　　　　　　　し、６か月分を支給
　　・対象期間：令和５年４月～９月

　◆補正内容
　　児童福祉施設等に対する光熱費等及び食材費の支援の実施にかかる事業費を補正

現計予算額
A

補正額
B

補正後
現計予算額

A+B
説　　　　明

716,842

716,842 0 0 0 0

0 0
執行見込額

716,842 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0現計予算額
*

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 負担金 その他 市債 一般財源

児童福祉施設等物価高騰対策支援事業
（保育・教育施設等）

５ 月 補 正 事 業 計 画 書

令和５年度 こども青少年
事  業  名



［ 局］

6 款 2 項 3 目

（単位：千円）

【事業概要】

　

【補正概要】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】

*現計予算額とは、当初予算額と補正予算額の合計のことを指します。

児童福祉施設等物価高騰対策支援事業
（私学助成幼稚園等）

５ 月 補 正 事 業 計 画 書

令和５年度 こども青少年
事  業  名

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 負担金 その他 市債 一般財源

現計予算額
*

0 0 0 0 0 0 0

執行見込額
30,939 0 0 0 0 0 30,939

30,939 0 0 0 0 0 30,939

「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」を活用し、幼稚園等に対し、光熱費等及び食材費の高騰に対する
支援を行います。

　物価高騰等に直面している市内の児童福祉施設等が各種サービスを安定して行うために、光熱費等及び食材費の高騰に
対する支援を行います。

　◆実施概要
　　・対象施設等：私学助成幼稚園（食材費のみ対象）106か所、私立幼稚園２歳児受入れ推進事業実施園14か所
　　・対象経費：各種施設の光熱費等及び食材費
　　・補助額：各施設の実績などをもとに算出した光熱費等及び食材費相当額に、物価高騰の影響を乗じた額を単価と
　　　　　　　し、６か月分を支給
　　・対象期間：令和５年４月～９月

　◆補正内容
　　児童福祉施設等に対する光熱費等及び食材費の支援の実施にかかる事業費を補正

現計予算額
A

補正額
B

補正後
現計予算額

A+B
説　　　　明

0
物価高騰対策支援事業 0 30,939 30,939 物価高騰対策のための助成

５年度

30,939
0

11月

今回補正額

合　　　　計 0 30,939

議決後、各事業ごとに年度末までに施設に支払い
12月 １月 ２月 ３月６月 ７月 ８月 ９月 10月



［ 局］

6 款 2 項 4 目

（単位：千円）

【事業概要】

【補正概要】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】

*現計予算額とは、当初予算額と補正予算額の合計のことを指します。

児童福祉施設等物価高騰対策支援事業
（放課後児童クラブ等）

５ 月 補 正 事 業 計 画 書

令和５年度 こども青少年
事  業  名

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 負担金 その他 市債 一般財源

現計予算額
*

0 0 0 0 0 0 0

執行見込額
7,500 0 0 0 0 0 7,500

7,500 0 0 0 0 0 7,500

「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」を活用し、市内の放課後児童健全育成事業所に対し、光熱費等の
高騰に対する支援を行います。

　物価高騰等に直面している市内の児童福祉施設等が各種サービスを安定して行うために、光熱費等の高騰に対する支援
を行います。

　◆実施概要
　　・対象施設等：放課後児童クラブ221か所 等
　　・対象経費：各種施設の光熱費等
　　・補助額：各施設の実績などをもとに算出した光熱費等に、物価高騰の影響を乗じた額を単価とし、６か月分を支給
　　・対象期間：令和５年４月～９月

　◆補正内容
　　児童福祉施設等に対する光熱費等の支援の実施にかかる事業費を補正

現計予算額
A

補正額
B

補正後
現計予算額

A+B
説　　　　明

0
物価高騰対策支援事業 0 7,500 7,500 物価高騰対策のための助成

7,500
0

今回補正額

合　　　　計 0 7,500

５年度
６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

申請受付 交付決定 補助金交付
12月 １月 ２月 ３月



［ 局］

6 款 3 項 1 目

（単位：千円）

【事業概要】

【補正概要】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】

（里親家庭以外）

（里親家庭）

*現計予算額とは、当初予算額と補正予算額の合計のことを指します。

案内・要
綱改正

４～６月
分支弁

７月分
支弁

８月分
支弁

９月分
支弁

児童福祉施設等物価高騰対策支援事業
（児童養護施設等）

５ 月 補 正 事 業 計 画 書

令和５年度 こども青少年
事  業  名

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 負担金 その他 市債 一般財源

現計予算額
*

0 0 0 0 0 0 0

執行見込額
31,105 0 13,370 0 0 0 17,735

31,105 0 13,370 0 0 0 17,735

「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」を活用し、児童養護施設等に対し、光熱費等及び食材費の高騰
に対する支援を行います。

　物価高騰等に直面している市内の児童福祉施設等が各種サービスを安定して行うために、光熱費等及び食材費、燃料
費の高騰に対する支援を行います。

　◆実施概要
　　・対象施設等：児童養護施設等35か所、里親家庭約100世帯、子育て短期支援事業者19か所
　　・対象経費：各種施設の光熱費等及び食材費、子育て短期支援事業者のみ燃料費も対象
　　・補助額：各施設の実績などをもとに算出した光熱費等及び食材費相当額や燃料費に、物価高騰の影響を乗じた額
　　　　　　　を単価とし、６か月分を支給
　　・対象期間：令和５年４月～９月

　◆補正内容
　　児童福祉施設等に対する光熱費等及び食材費の支援の実施にかかる事業費を補正

現計予算額
A

補正額
B

補正後
現計予算額

A+B
説　　　　明

0
物価高騰対策支援事業 0 31,105 31,105 物価高騰対策のための助成

31,105
0

今回補正額

合　　　　計 0 31,105

５年度
６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

案内・要
綱改正

第１四半
期分支弁

第２四半
期分支弁



［ 局］

6 款 3 項 1 目

（単位：千円）

【事業概要】

【補正概要】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】

*現計予算額とは、当初予算額と補正予算額の合計のことを指します。

児童福祉施設等物価高騰対策支援事業
（障害児入所施設等）

５ 月 補 正 事 業 計 画 書

令和５年度 こども青少年
事  業  名

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 負担金 その他 市債 一般財源

現計予算額
*

0 0 0 0 0 0 0

執行見込額
8,045 0 2,240 0 0 0 5,805

8,045 0 2,240 0 0 0 5,805

「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」を活用し、障害児入所施設等に対し、光熱費等及び食材費の高騰
に対する支援を行います。

　物価高騰等に直面している市内の児童福祉施設等が各種サービスを安定して行うために、光熱費等の高騰に対する支援
を行います。

　◆実施概要
　　・対象施設等：障害児入所施設　８か所
　　・対象経費：各種施設の光熱費等
　　・補助額：各施設の実績などをもとに算出した光熱費等及び食材費相当額に、物価高騰の影響を乗じた額を単価と
　　　　　　　し、６か月分を支給
　　・対象期間：令和５年４月～９月

　◆補正内容
　　児童福祉施設等に対する光熱費等の支援の実施にかかる事業費を補正

現計予算額
A

補正額
B

補正後
現計予算額

A+B
説　　　　明

物価高騰対策支援事業 0 8,045 8,045 物価高騰対策のための助成

５年度

8,045
0
0

８月 ９月 10月 11月

今回補正額

合　　　　計 0 8,045

12月 １月 ２月 ３月
要綱改正
・通知

申請受付開
始

６月 ７月
申請受付
・交付



［ 局］

6 款 3 項 2 目

（単位：千円）

【事業概要】

【補正概要】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】

*現計予算額とは、当初予算額と補正予算額の合計のことを指します。

申請受付
・交付

児童福祉施設等物価高騰対策支援事業
（障害児通所施設等）

５ 月 補 正 事 業 計 画 書

令和５年度 こども青少年
事  業  名

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 負担金 その他 市債 一般財源

現計予算額
*

0 0 0 0 0 0 0

執行見込額
52,652 0 43,960 0 0 0 8,692

52,652 0 43,960 0 0 0 8,692

「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」を活用し、障害児通所施設等に対し、光熱費等の高騰に対する支
援を行います。

　物価高騰等に直面している市内の児童福祉施設等が各種サービスを安定して行うために、光熱費等の高騰に対する支援
を行います。

　◆実施概要
　　・対象施設等：障害児通所施設等７９１か所(通所系　616か所、相談系　175か所)
　　・対象経費：各種施設の光熱費等
　　・補助額：各施設の実績などをもとに算出した光熱費等に、物価高騰の影響を乗じた額を単価とし、６か月分を支給
　　・対象期間：令和５年４月～９月

　◆補正内容
　　児童福祉施設等に対する光熱費等の支援の実施にかかる事業費を補正

現計予算額
A

補正額
B

補正後
現計予算額

A+B
説　　　　明

事務費
物価高騰対策支援事業 0 47,495 47,495 物価高騰対策のための助成

0 5,157

５年度

52,652
0

5,157

８月 ９月 10月 11月

今回補正額

合　　　　計 0 52,652

事務費

３月
要綱改正
・通知

申請受付開
始

12月 １月 ２月６月 ７月
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	６款２項１目地域子育て支援費
	児童福祉施設等物価高騰対策支援事業（親と子のつどいの広場事業）

	６款２項２目保育・教育施設運営費
	児童福祉施設等物価高騰対策支援事業（保育・教育施設等）

	６款２項３目幼児教育費
	児童福祉施設等物価高騰対策支援事業（私学助成幼稚園等）

	６款２項４目放課後児童育成費
	児童福祉施設等物価高騰対策支援事業（放課後児童クラブ等）

	６款３項１目児童措置費
	児童福祉施設等物価高騰対策支援事業（児童養護施設等）
	児童福祉施設等物価高騰対策支援事業（障害児入所施設等）

	６款３項２目こども家庭福祉費
	児童福祉施設等物価高騰対策支援事業（障害児通所施設等）

	６款３項４目こども手当費
	低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金給付事業（ひとり親世帯分・ひとり親世帯以外分）




